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フランスの防火対策における新たなアプローチ:  
FSE (火災安全技術) 

 
フランス建築科学技術センター 

(Centre scientifique et technique du bâtiment, CSTB) 
 
フランスでは、火災による年間の死亡者は 500 名から 800 名に上るが、これらの死亡者数には明

らかな増減傾向は見られない。それにもかかわらず、フランスでは火災発生件数の合計が 10 年前

には年間およそ 100,000 件だったものが、今では 250,000 件規模に達している。この大幅な増加

の主な理由としては、照明装置の変化、いわゆるハロゲン照明、電気・電子装置の数の継続的な

増加が挙げられよう。幸いにも、これが原因で死亡者数が大幅に増加したことはない。 
 
フランスでは、防火規制は広く認識されており、新築の建物や公共の建物にのみ適用される。既

存の建物も含めたそれ以外の場合には、建築主と所有主は、建物の防火性能の適格性をどのよう

に判断すべきか、という深刻な問題に直面する。こうして、通常とは異なるすべての場合につい

て具体的な多くの検討が必要になる。これらの検討は、性能関連のアプローチに関して方法論を

統一するための関連規格がないまま、行われている。 
 
性能関連のアプローチとこれに関して重大性－生起確率の組み合わせを利用したものに基づく方

法論の手引きを作成するために、2005 年 7 月以降 4 年間をかけて、防火技術国家プログラムと呼

ばれる大規模な研究プログラムが進行中である。 
このプログラムには専門家や研究者を含む 40 名が協力者として参加している。このプロジェクト

の目的のひとつは、原子力産業や指定施設においてフランスでの採用が増えているリスクマネジ

メント手法を利用した合理的なアプローチを、防火性能評価において活用し、策定することにあ

る。その他の目的としては、この分野に関する要員の訓練とその後の規制上の進展に備えた準備

などがある。 
 
研究プログラム「火災安全技術」の全般的目標: 
 
このプロジェクトの全般的な目的は、人、モノ、環境の保護に対する新しいアプローチの開発に

貢献することにある。当局、公共セクター、民間セクターの意思決定者や、一般に建築分野に関

わっているすべての者が、火災関連の安全技術に関わる方法やそれに関連するツールを作り出す

ことによって、建造物をその使用期間全体にわたり、よりよい形で保護するのを助けることを目

指している。 
 
火災安全技術を利用することにより、リソースに基づく仕様に関する現行のシステムに比べて、

設計と建設に際して、より大きな自由度が得られる。このコンセプトにより、防火をリスクマネ

ジメントの観点から取り扱うことができるようになり、ある一定の安全レベルに対して様々なソ

リューション(例えば建築上のソリューション)のうちから選択できる可能性が生まれる。このコン

セプトによれば、既存の建物内の設備の運用またはレイアウトに対する変更についても扱うこと

ができる。 
 
このプロジェクトは次の三つの主要部分で構成される:   
 
1. フランスにおける個々の実情に合わせた検証済みの方法論的アプローチの策定 

2. 火災安全技術に必要なツールと方法の評価と改善 



 
 

 2

3. 知識の普及と具体的な火災安全技術専門分野における進展 

 
研究プログラムの科学的および技術的問題: 
 
フランスで建築と建設にリスクエンジニアリングが適用されるようになったのはごく最近のこと

である。問題の複雑さ、関与する人と専門分野の交錯と重複、各種のパラメータに関する知識の

レベルの不統一のため、実用的な火災安全技術には方法論的な進展と拡張が必要になる。社会で

より広く利用できるようになった結果、これらの進展が複雑な分野におけるリスク数量化に貢献

することは間違いない。 
 
火災安全技術の実施には、化学や物理学、社会学(行動学的および建築関連の側面)、構造熱力学等、

およびさらに広くはソフトウェア・エンジニアリングや数値モデリングなどの広範な専門分野が

関わってくる。このプロジェクトの重要かつ革新的な側面としては、これらの分野のうちのいく

つかについてコンピュータモデルを開発することが挙げられる。 
 
一般的な方法論 
 
基本的に、この方法論はシナリオの分析とその発生の可能性を結び付けたもので、得るべき安全

性レベルに焦点を当てており、その安全性レベルに到達するために利用する手段に焦点を当てた

ものではない。この進んだ方法論においては、可能性のある事象をできる限り徹底的に確認する

必要があり、また起こり得るあらゆる場合に当てはまるシナリオの確認／構築も必要であり、そ

の上で各シナリオのリスクに対する貢献度の差異を評価しなければならない。この方法には演繹

的な技術的ソリューションの採用は含まれていないため、選択肢が限定されず、様々な技術的オ

プションの間で補整を行う可能性を残している。 
 
基本的にこのアプローチには、可能性のあるリスク Ri の分析と、潜在的リスクをもつ事象の起こ

り得るシナリオ Si についてのできる限り包括的な確認、および結果の確率 Pi の推定、さらには結

果の重大性 Gi についての推定も必要になる。リスクはその上で、確認された Pi、Gi の積の総計

として評価することができる。この方法はすでに原子力などの一部のセクターで利用されており、

コンピュータを利用したツールを用いて土木関連の大規模な構造物用に建設セクターで開発が進

められている。これは、重要性は大きいが生起確率の低い事象に関連したリスクの評価に必要で

あると考えられている。 
 
火災関連のリスクに関してこのアプローチを取る場合、FSE の内容は実際には「現象とそれらの

影響についての、また火災に直面した人の反応と行動についての科学的な評価に基づき、エンジ

ニアリング設計の原則、規則と専門家の判断を適用する」ことになる( ISO TR 13387-1)。この評

価は次の 4 つの段階を踏んで実施される。 
 
A 段階: 可能性のあるシナリオの確認: 
 

• 火災の発生と関連する状況についてのシナリオ 
• 火災の進行についてのシナリオ 
• 検知と警報についてのシナリオ 
• 人の行動についてのシナリオ 
• 建物の構成物とシステムの反応についてのシナリオ 

 
B 段階:  最重要シナリオの選択: 
 

• 人命の損失または損害、財産の損失または環境関連の損害につながらないシナリオを排除

する 



 
 

 3

• 組み合わされた場合の確率が大きくないシナリオを排除する 
• 選択後に残ったシナリオの確率を確認し、評価する(これは統計処理、聞き取り調査、ある

いは専門家の判断に基づくものとする)。 
 
C 段階: リスク評価: 
 

• 様々なシナリオに関連するリスクを総計する(Pi.Gi の積の総計 ) 
• これらの結果を、実際の受入可能なレベルのリスクである、いわゆる「基準リスク」と比

較する 
• システム全体( 建物、その使用者、およびその安全システム)の危険度について結論を下す  

 
D 段階:リスク是正またはその補整が可能な対策の検討、および結論: 
 

• 最終的なリスクに対してもっとも貢献度の大きいシナリオを確認し、有用な変更の導入や

緩和対策の追加を行う 
• 可能性のあるさまざまな対策の効率をテストし、それらの費用/効率の比率を比較する 
• 基準リスクレベルによく合うように対策の最終選択を調整する 
• 最後に、採用された対策をまとめた有効な一覧表に関して結論を下す 

 
こうした評価や設計のプロセスのための知識、ツール、方法を開発するには、実際にはタスクの

かなり複雑に組み合わせたものが必要になり、そのなかには火災の進行、煙と有毒ガスの循環、

構造物の挙動等々…のみならず人々の行動や避難のための移動、火災により発生する危険なガス

により起こり得る中毒などをもシミュレートする上で役立つモデルやコンピュータツールなどの

非常に具体的なものが含まれる。 
 
しかし一般的な方法論、シナリオの記述、安全性に関する目的のレベル、性能基準等に関連する

横断的な問題も存在する。 
 
これによりプロジェクトの具体的な構成が決まってくる。 
 
 
プロジェクトの構成 
 
プロジェクトの最初の部分は、火災安全技術のアプローチにおいて利用される方法論に関して詳

細なコンセンサスを得るための作業に充てられる。この作業は、方法の適用に関する手引きを作

成するもので、FSE をより大規模な形で利用できるようにする規制関連の修正に関する政府当局

による提案によって補完される。 
 
プロジェクトの二番目の部分に対するプログラムは、FSE の方法を構造物に適用するために ISO
が提案した区分に基づくもので、火災のシナリオの影響について次のサブシステムを念頭に置い

た上で体系的な分析が行われる。 
 

- 火災の発生と進行 

- 流出物(煙とガス)の伝播 

- 構造上の安定性とコンパートメントの安定性 

- 火災に直面した人々の行動 

- 環境の保護 
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プロジェクトの三番目の部分は、火災安全技術分野における既存の知識とプロジェクトを通じて

得られた知識の両方を増進し、併せて建設のさまざまな側面で作業を行う人々の訓練を行うこと

に充てられる。 
 
プロジェクトについて行動レベルまでの詳細区分を行うと次のようになる。 
 
第一部分: 方法論 
 

1. 一般的な方法論の形式化 

2. 安全性に関わる目的と性能基準 

3. 火災安全性評価へのアプローチと意思決定に対するサポート 

4. 具体的な構造物に関する評価の方法論の実施 

5. 火災シナリオの選択 

6. FSE アプローチの実際の火災への適用 

7. 建設中または修復中の建物に関する FSE の実験 

8. 結果のプレゼンテーション 
 
第二部分: ツールの分析または取得 
 

9. 利用可能なツールと使用分野の評価(火災の特徴付け) 

10. 火災の負荷に関する統計的検討 

11. 火災特性のデータベースの作成 

12. 利用可能なツールと使用分野の評価(構造物) 

13. 区画要素の火災時の挙動 

14. ろう付けの火災時の挙動 

15. 設備の付属品の火災時の挙動 

16. 構造物の要素または設備の耐熱保護装備の火災時の挙動 

17. 要員の安全 

18. 環境保護 
 
第三部分: 情報、訓練、促進 
 

19. 関与する当事者に対する情報提供と認識の促進 

20. 火災安全技術に関する訓練プログラムの策定 

21. プロジェクトに基づき行われる作業の内部と外部からの促進 

22. 規制上のオプションと最終的プレゼンテーション 
 
 
研究プログラムの経済的な副産物: 
 
このプロジェクトによって建設工事の発注元は、その所有する不動産の防火用装備を数量化し、

その適合化を図る手段を得ることになり、(州政府や地方政府などの)古い建物の所有主は、リスク



 
 

 5

アセスメントのための客観的な方法論を得ることになる。これは特に、社会的および公共目的の

ために不可欠な多くの建物(病院、学校、法廷、軍事施設、物流とインフラのための施設、博物館、

等)に当てはまる。それらの防火性能を直ちに評価することは現時点ではできないが、このプロジ

ェクトによって、古い建物の改良を開始するための意思決定の根拠を、関与する問題についての

総合的な知識に置くことを目的として、リスク分析を規定することができるようになる。 
 
このアプローチにより新たな研究の専門化への道が必ず開かれるものと期待され、それにより、

初期または継続的な訓練プログラムを通じて、複雑な建設や重要な改築プログラムを請負う大手

エンジニアリング会社のほとんどがエンジニアリングのこの新しい側面について実地に応用する

ことができるようになる。 
 
 
プログラムの強みと弱み: 
 
研究者、エンジニアリング会社、建設会社を巻き込んだこうしたプログラムの主な強みは明らか

に、一方では観点と方法論の共有に関わるもので、他方では建物のエンジニアリングと公共機関

のための能力の構築に関わるものである。これによって将来、開発された方法論を設計技術者が

より速やかに利用できるようになるものと思われる。 
 
弱みに関して最も重要な点は、現時点では確率に関する信頼性の高いデータがないことであり、

この確率の値は実地の応用に当っての基本となるものである。実際の火災について消防署から報

告された情報には、必要な多くの確率について簡単な評価が行えるような要素が含まれていない。

必要な情報の一部は、火災により放出される危険なガスによる中毒にも関係してくるものである

が、この情報は中毒症状を起こした者を手当てした医師に提供を要請すれば得られるものと思わ

れる。 
 
こうした問題が提起されてきてはいるが、このギャップを埋めるための具体的な行動は FSE プロ

ジェクトでは計画されていない。 
 
CSTB では、こうした問題に欧州レベルで対処するため、この種の情報に基づく共通の欧州デー

タベースを開発することを目的として、FP7 と称される新たな欧州フレームワーク研究プログラ

ムのための提案を計画している。この提案の受け入れに関する欧州委員会の委員たちへの我々の

説得工作が成功することを期待しようではないか。 
 


